　　　

令和３年度 子育て協働モデル事業 実施要領
１　目　　的
「家庭の子育て力の向上」「子育てと仕事の両立」「地域（民間）が主体となった子育て支援」「地域のニーズに合ったきめ細やかな子育て支援」は、少子化対策、子育て環境整備にとって重要ですが、これまで効果的な取り組みが薄かった分野です。

そこで、市民団体や企業など、多様な団体がそれぞれの知識や能力を生かして実施する先駆的な子育て支援事業を支援し、これらの事業を広く情報公開していくことで、他団体への普及啓発を図り、多くの主体が積極的に子育てを支援する社会の構築を推進します。
２　対象となる事業
　　次の要件を満たすものを対象とします。

(1) 以下のいずれかの分野に該当する事業   詳細は別表１のとおり
①　子育て協働モデル分野
②　地縁的団体分野

(2) 先駆的で新たな視点の取り組みである事業
(3) 令和４年３月31日（木）までに終了する事業（単年度事業）
(4) 主に市内で実施される事業
(5) 営利、宗教、政治に関わる事業ではないこと
(6) 特定の個人や団体のみが利益を受ける事業でないこと
(7) 実施主体や事業の内容が違法でないこと
(8) 予算の見積もりが適正に行われる事業
(9) 原則として市民を対象とした事業であること 
(10)既に実施されている市からの委託事業又は補助事業ではないこと
(11)国、地方公共団体及びそれらの外郭団体からの助成を受ける事業でないこと 

３　契約限度額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
1事業200千円（税込）以内
回　　　　　 ４　応募資格
掛川市内に事務所や拠点がある市民活動団体・地縁的団体・企業等を原則とします。
ただし、掛川市民を対象とし、掛川市内で実施される事業を行う団体にあっては、この限りではありません。
子育て協働モデル分野については、以下の(1)から(3)のいずれかに該当する団体が応募可能です。地縁的団体分野については、(2)地縁的団体に該当する団体が応募可能です。
提案した事業について、審査により不採択になった場合には、見直しを行った上で、再度、提案することは可能です。
(1) 市民活動団体

　　ア　特定非営利活動法人

  　イ　市民活動を行なっている非営利の団体で次の条件を満たす団体
  　　①　５人以上の会員で組織していること。

  　  ②　特定非営利活動促進法第２条第２項第２号に該当すること
  　　③　組織の運営に関する規則（会則等）があること
 　　 ④　予算・決算を的確に行なっていること
 　　 ⑤　活動内容や会計処理に関する情報が公開されていること
 　　 ⑥　提案に係る事業を的確に遂行できる能力を有すること

　　　⑦　その他公の秩序に反する団体でないこと
(2) 地縁的団体

ア　自治区・地区
　　イ  地域生涯学習センター（地区センター）
ウ　地区福祉協議会（地区福祉委員会）

  エ　地区まちづくり協議会・まちづくり委員会
  オ　その他市長が認める団体
(3) 企業・商店等（営利を目的としないこと）
５　事業及び対象経費　
(1) 事業費

「３　契約限度額」参照

ア　委託費以外の収入として、サービスの受給者から実費程度の負担金を徴収し、事業費に充てることができます。その場合、あらかじめその金額を予算書で明らかにしてください。

なお、委託費以外の収入を見込み、不足が生じたときは実施者が負担するものとします。
イ　提案事業の要求額に対し、満額を委託契約できるとは限りません。

(2) 対象経費

対象経費は以下の項目とし、事業実施に直接必要となる経費のみとなります。
ア　報償費

　　　　　対　象（例）：協力者への謝金・お礼品等（社会通念上認められる金額）

　　　　　対象外（例）：高額な参加記念品
イ　旅費
　　　　　対　象（例）：講師や事業関係者の交通費や宿泊費（実費）。

ガソリン代の場合は、37円／kmの計算による。
対象外（例）：スタッフの交通費（市内会議参加のためのガソリン代等。ただし、市外における
講師打合せや調査・研究等により発生する経費等は除く。）

ウ　人件費

対　象(例)　：事業実施にかかわる必要な人件費
人件費単価、労働時間数がわかるように記載してください。

一般事務は時給890円程度が基準です。
特殊な人件費については、そのスタッフ等が従事する労働を明記してください。（イベント司会料、チラシデザイン料、音響機材操作料など）
エ　文具消耗品費

対象（例）：事務用品等（１個あたり１万円以内を原則とする。）、原材料費
対象外（例）：１個あたり１万円を越える事務用品等

オ　印刷製本費
対　象（例）：募集チラシ、ポスター、パンフレットの作成費
カ　食糧費

対　象（例）：講師、事業関係者の弁当（１個あたり千円を上限とする。）、ワークショップでの茶菓子等。

対象外（例）：スタッフの弁当、慰労会、酒代等
キ　通信運搬費
対　象（例）：切手代、宅配料
対象外（例）：使用金額を特定できない電話・携帯電話料等
ク　使用料及び賃借料
対　象（例）：会議室・備品の使用料、バス等の借り上げ料

対象外（例）：事務所の借り上げ料等

ケ　手数料
対　象（例）：駐車場スタッフ等のシルバー人材センター手数料、振り込み手数料

対象外（例）：社会通念上スタッフが行うことのできる人的サービス

コ　保険料

対　象（例）：主催者が当該企画の参加者や講師等のために加入する保険
対象外（例）：参加者が自らの考えで、上記の保険とは別に独自に加入している保険
(2) その他

ア　対象経費は事業費を原則とし、団体等の運営費は対象としません。

イ　備品等資産となるものについては、対象経費としません。
　　　　研究用の図書は対象経費となりますが、高額なものについては資産と判断され、対象外となる可能性がありますので、事前に相談してください。
ウ　補助金の収支に関する帳簿を備え、領収書等関係書類を整理してください。

　　　　また、帳簿及び書類を、委託契約を締結した年度終了後５年間保管してください。
６　応募方法
次の書類を作成し、所定の期限までにこども政策課へ１部ずつ提出してください。
事業の提案は、１団体につき１件とし、提出された書類は返還しません。

(1) 提出書類
ア　企画提案書（様式１）

イ　事業計画書（様式２）

ウ　収支予算書（様式３）

エ　団体概要書（様式４）
オ　団体構成員名簿（様式５）
カ　団体連絡票（様式６）
キ　申告書（様式７）

ク　団体の定款、規約等
ケ　団体の活動事業がわかるもの（総会資料等）
コ　その他、市が必要と認めるもの
(2) 提出先

　　掛川市役所こども政策課こども政策係

　　（〒436-8650　掛川市長谷一丁目1-1　℡0537-21-1211）
(3) 応募期間
令和３年６月28日（月）から７月23日（金）　土・日・祝日を除く8:30から17:15まで（郵送不可）
応募期間内であっても当年度予算が終了となり次第（７事業の選考参照）、応募を締め切ります。
ただし、応募期間内に応募がなかった場合は、期間を延長して受付します。
(4) その他
提出された書類は、書類審査の後、直近の審査会の対象とします。

ただし、書類は、審査会開催概ね２週間前（別途記載）までに提出されたものとします。
７　事業の選考

　(1) 書類審査
提案した団体が応募資格のある団体か、提案事業が対象とする事業に該当するか、また、審査会に提出する事前準備がなされているか等について判断します。

(2) 審査会
【審査・選考方法】

提案団体は、ヒアリングによる審査を受けていただきます。申請団体の出席をお願いします。
審査は、次の基準のもと、市が選定した審査委員によって行い、基準点（配点の70％）に達した事業を採用候補とします。ただし、審査会において複数事業が採用候補となり、予算の都合上採用事業数に限度がある場合は、基準点に達した事業のうち、得点の高い事業から採用候補とすることとします。
　　　　また、提案事業が同一分野に集中した場合は、基準点に達した事業でも採用候補とならないことがあります。
※　審査結果は、後日通知いたします。なお、正式決定は、委託契約締結の後となります。

【審査基準】

1 ２(1)で示した分野に該当しているか。
2 事業実施による効果が見込めるか。
3 先駆性、創造性を活かした事業か。
4 実行性が十分に感じられるか。
5 予算の見積もりは適正か。
⑥  その他、提案団体の特性を生かせるか。
　(3) 審査会の日程
審査会を実施します。審査会で採用されなかった場合でも、提案内容を修正し、再度同年度内に応募することができます。
　　【日程】　第１期　令和３年 ７月下旬　　【書類提出締切日　令和３年 ７月23日(金)】
　　　　　　　第２期　令和３年 ８月下旬　　【書類提出締切日　令和３年 ８月20日(金)】
　　　　　　　第３期　令和３年 ９月下旬　　【書類提出締切日　令和３年 ９月17日(金)】
※　応募がなかった場合は実施しません。
※　当年度予算が終了となり次第応募を締め切り、以後の審査会は開催しません。
(4) 審査委員
　　　子育てに関する有識者、子育て施策に関連する掛川市職員の内から６人以内
　

８　委託契約の締結
　　審査会後、採用候補となった事業を提案した団体と市（こども政策課、関係課）は、事業内容について話し合い、事業内容を確定させます。
確定した事業内容に基づいて、委託契約を締結します。
９　事業実施

　　委託契約を締結した団体は、事業計画書、収支予算書に沿って事業を実施することとします。
(1) 実施計画検討会議の開催
　　事業実施前に、運営関係者（複数の団体が関係する企画にあっては、各関係団体の代表）を集めた会議を必ず1回は開催し、事業目的を達成するための事業のあり方、次年度も事業を継続するための課題の検出などについて検討を行ってください。
（2）実施計画検討会議報告書の提出

会議での検討結果を基に、実施計画検討会議報告書を提出してください。
提出書類
ア　実施計画検討会議報告書（様式８）

　　　イ　その他市長が必要と認める書類

(3) 事業評価会議の開催
　　事業の終了後、課題抽出や次年度への検討を目的とし、運営関係者（複数の団体が関係する企画にあっては、各関係団体の代表）を集めた事業評価会議を必ず1回は開催し、事業の振り返りや次年度以降も事業を継続するために必要な改善点などの検討を行ってください。
(4) 完了報告書の提出
　　　事業完了後、速やかに次の書類を提出してください。
ア　完了報告書（様式９）

イ　事業報告書（様式10）
ウ　収支決算書（様式11）
エ　収支決算書に関する領収書等関係書類の写し
　オ　写真等（事業に関わる主な場面の写真・パンフレット等の印刷物を作成した場合、その印刷物）
カ　その他市長が必要と認める書類

(5) 請求書の提出、委託費の精算
　　　精算払いや、概算払いで委託費の支払いが必要な場合には、精算を行います。
(6) 事業の内容を変更しようとする場合
　　必ずこども政策課に事前に協議の上、以下の書類を再度提出してください。
ア　企画提案書（様式１）

イ　事業計画書（様式２）

ウ　収支予算書（様式３）

エ　その他、市が必要と認めるもの
(7) その他

　　　事業を周知するためのチラシ等印刷物を作成する場合は、必ず「掛川市子育て協働モデル事業」であることを明記してください。
また、できる限り報道機関等への情報提供を行うよう努めてください。その場合も、「掛川市子育て協働モデル事業」の事業であることを必ず明示し、取材の際には必ずその旨を伝えてください。

10　事例報告
　(1) 事例報告
他団体への啓発を図るため、令和３年度後半に事例報告会を開催する予定です。採択された企画の事業実績や検討結果について概要発表をお願いします。団体の活動報告と今後の活動のＰＲの場としてもご活用ください。その際、活動実績を啓発する資料の作成をお願いします。
　(2) 事例集の作成
事業の普及、啓発のため、掛川市において事例集を作成する予定です。原稿の作成、校正等についてご協力をお願いします。
11　情報公開

選定及び事業報告に関する書類等は原則公開とします。公開方法は以下のとおりとします。
(1) 応募された事業については、採用・不採用にかかわらずホームページで公開します。また、活動内容についても公開します。
(2) 提案団体の氏名、団体所在地の住所、電話番号も公開の対象とします。ご了承の上、応募ください。
(3) 審査結果は、ホームページ等で公開します。
別表１
	分野
	内容
	備考

	子育て協働モデル分野
	項目１　家庭の子育て力の向上

家庭における教育力や保育力が向上することに寄与する企画、男性や祖父母世代の育児参加を啓発する企画
企画例

・子どもとの係わりや上手な遊び方を学ぶイベント
・地域の資源を使って、親子が遊びながら子育ての基本を学ぶ企画　
・「かけがわお茶の間宣言」を普及促進する企画など
	

	
	項目２　子育てと仕事の両立

子育てと仕事が両立する環境の整備に寄与する企画、事業所における子育ての意識を高揚する企画

企画例

・複数の企業が合同して実施するワーク・ライフ・バランスの研修会
・育児休業取得促進のための勉強会や啓発イベント
	

	
	項目３　地域(民間)が主体となった子育て支援
地域(民間)が主体となり、地域の資源や民間の知識、能力を生かして実施する子育て支援企画
企画例
・地域が主体となり、コミュニティビジネスとして一時預かり事業を試行する企画
・地域の中高年男性を子育てボランティアとして組織する企画
	

	
	項目４　その他の支援
結婚や子育ての不安解消など、次代の子育てに関するライフデザイン支援企画
企画例
・若者が結婚に対し、積極的・能動的になることを促進する企画
・次代の親の子育てに関する企画（若者と赤ちゃんの触れ合い等）
	

	地縁的団体分野
	地縁的団体が主体となり、地域のニーズに合ったきめ細やかな子育て支援に新たに取り組む企画
企画例

・子育てに関する地域のニーズ調査と具体策の検討

・子育てに関するワークショップ開催と、地域の子育て支援計画の作成

・地域の歴史探訪等、地域資源を子育てに活用した企画
・地域の子育て人材バンクづくりと活用
	


－－－－－　参　考　資　料　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
※
特定非営利活動促進法（一部を改正する法律　平成24年４月１日施行）
第２条別表
一　保健、医療又は福祉の増進を図る活動
二　社会教育の推進を図る活動
三　まちづくりの推進を図る活動
四　観光の振興を図る活動

五　農山漁村又は中山間地域の振興を図る活動

六　学術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動
七　環境の保全を図る活動
八　災害救援活動
九　地域安全活動
十　人権の擁護又は平和の推進を図る活動
十一　国際協力の活動
十二　男女共同参画社会の形成の促進を図る活動
十三　子どもの健全育成を図る活動
十四　情報化社会の発展を図る活動
十五　科学技術の振興を図る活動
十六　経済活動の活性化を図る活動
十七　職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動
十八　消費者の保護を図る活動
十九　前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助の活動

二十　前各号に掲げる活動に準ずる活動として都道府県又は指定都市の条例で定める活動
第２条第２項第２号
その行う活動が次のいずれにも該当する団体であること。
イ　宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成することを主たる目的とするものでないこと。
ロ　政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを主たる目的とするものでないこと。
ハ　特定の公職（公職選挙法 （昭和二十五年法律第百号）第三条 に規定する公職をいう。以下同じ。）の候補者（当該候補者になろうとする者を含む。）若しくは公職にある者又は政党を推薦し、支持し、又はこれらに反対することを目的とするものでないこと。
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